
令和 4 年度　予算施策評価表
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Ａ Ｂ

連 絡 先 2460

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

松山港地域の国際物流機能の強化を進め、物流コスト低減や利便性向上を図る。また、ビジネス情報や海外企業との商談機会の提供等により、県内企業の国際競争力の強化を図り、産
業国際化を推進する。

施 策 名 戦略的な海外展開の促進
予 算 施 策
コ ー ド

kr06

担 当 部 局 名 経済労働部 産業雇用局 産業政策課 評 価 責 任 者 課長　大内　康夫

こ れ ま で の 取 組 み

〇総合的な貿易基盤の整備
　・国際物流体制の整備
　　（ｱｲﾛｯﾄの整備･運営、松山港の整備と国際航路の誘致、松山港地域物流ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策定･実施）
　・国際貿易ゾーンの整備
　　（貿易型企業集積用地の設定、松山港の港湾機能の充実強化、関連道路の整備）

〇国際経済交流の促進
　・国際産業交流拠点施設の整備（アイテムえひめ整備・運営）
　・国際経済交流基盤の形成（経済交流協定の締結、経済交流ミッションの派遣・受入等）
　・各種ソフト施策の実施（国際商談会の開催、県内企業の海外展開支援、貿易関連相談・情報提供等）

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

松山港におけるコンテナ取扱量（ＴＥＵ＝20フィートコンテナの単位） 国際取引実施企業数

選 択 理 由 松山港における貿易貨物の取扱い量を客観的に表す指標として適しているため。 選 択 理 由 県内企業の国際取引状況を客観的に表す指標として適しているため。

成果と指標
の関係 中

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

算 定 方 法 「港湾統計」 算 定 方 法 「県内企業の貿易・投資等実態調査」結果
（ジェトロ愛媛・(社)愛媛県産業貿易振興協会が実施)

成果と指標
の関係 中

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

様式１



2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

指　標　・　事　業　費 ・ 人 件 費　の　推　移

区分
成果指標A 成果指標B 事業費（予算） 事業費

（決算）
人件費

計画 実績 達成率 県費
単　位 TEU ％ 社 ％ 千　円

計画 実績 達成率 予算計 国費 その他

606 97.0% 702,659 397,498

396,038 37,479

5,388 299,773 600,010 31,129
3年度 50000 47238 94.5% 625 618 23,59598.9% 202,664 42,975 5,233 154,456 193,845

2年度 50000 47317 94.6% 625

117,225 241,334 360,571 31,6534年度 50000 40033 80.1% 625 609 97.4%

施 策 の 評 価

説
　
明

　海外との経済交流の拡大にあたっては、行政と民間・関係団体等が一体となった取組みが必要である。
　また、大都市圏と比べ国際取引のノウハウや海外最新情報の入手が困難な地方においては、県が関係団体等と連携を取りながら、国際化に対応した産業環境の整
備を図っていく必要がある。

高い

説
　
明

　国際商談会の開催や企業の海外展開への直接的な支援など、企業ニーズに即した事業展開により、国際取引実施企業数（Ｈ７年：230社→R3年：618社）の増加に
繋がっている。
　国際取引企業数は多いほうが望ましく、最終目標として上限を設定しない。成果

動向 順調・向上

成果向上
余地 成果向上が可能

説
　
明

　経済情勢等による変動はあるものの、平成６年７月の国際定期貨物航路の初就航以来、松山港の利用促進策の実施により、航路数（Ｈ５年度：０航路→R４年：10航
路週10便）、コンテナ取扱量（Ｈ５年：０TEU→R４年：40,033ＴEU（速報値））ともに、一定数量を維持している。（R4はコロナ禍での国際物流混乱の影響によりコンテ案
取扱量が減少）
　コンテナ取扱量は、松山港のスペックに応じ多いほうが望ましく、最終目標として上限を設定しない。

成果
動向 横這い

成果向上
余地 成果向上が可能

大幅な成果向上が可能
参考：構成事務事業の評価

の平均値
成果動向 2.19 順調・向上

成果向
上余地 2.13



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 625 625 625 事業費計 4,519 4,221 4,243 4,243

実績 606 618 609 国費 1,120 1,098 1,110 1,110

達成率 96.96% 98.88% 97.44% その他

単位 計画 3 3 3 県費 3,399 3,123 3,133 3,133

実績 2 3 3 事業費計 210 1,820 3,553

達成率 66.67% 100.00% 100.00% 国費 5 174 587 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 205 1,646 2,966 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.5 0.5

人件費 2,030 3,025 2,986

2 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 50000 50000 50000 事業費計 5,130 5,130 5,130 5,130

実績 47317 47238 40033 国費 2,565 2,565 2,565 2,565

達成率 94.63% 94.48% 80.07% その他

単位 計画 9 10 10 県費 2,565 2,565 2,565 2,565

実績 10 10 10 事業費計 2,565 4,692 2,945

達成率 111.11% 100.00% 100.00% 国費 1,197 2,145 1,373 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 1,368 2,547 1,572 方向３

達成率 - - - 人役 0.8 0.8 0.8

人件費 5,413 4,840 4,777

3 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 625 625 625 事業費計 18,315 18,531 18,531 18,531

実績 606 618 609 国費 478 495 495 495

達成率 96.96% 98.88% 97.44% その他

単位 計画 600 600 600 県費 17,837 18,036 18,036 18,036

実績 355 403 280 事業費計 18,145 17,869 18,436

達成率 59.17% 67.17% 46.67% 国費 404 196 397 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 17,741 17,673 18,039 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,030 1,815 1,792
実施
期間

始期 終期 事業の概要

H3 -

日本貿易振興機構が設置した「愛媛貿易情報センター」及びワンストップ窓口「ジェトロ・愛媛産業国際化センター」の円
滑な運営を確保し、県内産業の国際化を推進する。また、海外販路開拓アドバイザーを設置し、海外展開に関する商流
の助言・支援等を行う。

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H7 -

松山港の発展のため、官民一体となって設立した「松山港利用促進協議会」に対して負担金を支出するとともに、同協議
会が実施するインセンティブ事業について補助を行うほか、港の機能強化を前面に打ち出した積極的なポートセールスを
展開する。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
ジェトロ・愛媛産業国際化セ
ンターへの相談件数

件
決
算

見
直
し
方
向
性

便
決
算

見
直
し
方
向
性

　松山港は、県管理港湾であるとともに愛媛ＦＡＺ構想の玄関であり、同港の定
期貨物航路の安全運航及び航路維持・拡充は、県の責務。
　令和４度年のコンテナ取扱数量は、コロナ禍によるコンテナ船のスケジュール
遅延等を避けるため、就航便数が多い主要港を利用したことにより減少したが、
状況が回福されつつあるため、今後は取組みによる成果向上が見込まれる。
　なお、コンテナ取扱量や定期航路数は、松山港のスペックに応じて多いほうが
望ましいため、最終目標は設定していない。

成果 ＋ ﾌﾛｰ コンテナ取扱数量 TEU

指標種類2 指標名称2

成果 ＋

ジェトロ愛媛貿易情報センター等運営費
コスト

（単位：千円）

評
価

　県内に１箇所しかない当該センターのサービスは、県内全ての海外取引に関
心のある企業に提供されるべきものであるため、県実施が妥当。
　なお、成果指標である国際取引企業数については、多いほうが望ましいため、
最終目標は設定していない。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 国際取引実施企業数 社

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

松山港定期貨物航路振興事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H10 -

これまで交流を行ってきた中国（遼寧省、大連市）や台湾（台日産業連携推進オフィス等）、豪州等と、引き続き企業ミッ
ションの交流等を行い、協力関係の強化を図る。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
松山港における国際定期貨物
航路数

ﾌﾛｰ
経済交流ミッション等受入及
び派遣、協議件数

件
決
算

見
直
し
方
向
性

　経済交流のための環境整備は行政機関でなければ困難なほか、地域の実情
にあった効率的・効果的な事業展開を図るためには、県が実施することが適当。
　なお、成果指標である国際取引企業数は多いほうが望ましいため、最終目標
は設定していない。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 国際取引実施企業数 社

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

海外経済交流推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

予算施策名 kr06 戦略的な海外展開の促進



4 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 35 35 35 事業費計 18,467 18,295 18,939 20,666

実績 22 30 32 国費 3,483 3,307 3,315 3,338

達成率 62.86% 85.71% 91.43% その他

単位 計画 15 15 64 県費 14,984 14,988 15,624 17,328

実績 28 64 79 事業費計 12,549 15,940 18,578

達成率 186.67% 426.67% 123.44% 国費 1,328 2,233 3,304 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 11,221 13,707 15,274 方向３

達成率 - - - 人役 0.8 0.8 0.8

人件費 5,413 4,840 4,777

5 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 25 25 事業費計 0 4,395 5,911 5,911

実績 10 21 国費 4,395 2,880 2,881

達成率 - 40.00% 84.00% その他

単位 計画 30 30 県費 3,031 3,030

実績 16 31 事業費計 0 3,567 5,775

達成率 - 53.33% 103.33% 国費 3,567 2,880 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 2,895 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4

人件費 2,420 2,389

6 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

3大きく成果向上す
る

単位 計画 4000 事業費計 0 0 82,425 82,410

実績 4849 国費

達成率 - - 121.23% その他 82,425 82,410

単位 計画 150 県費

実績 626 事業費計 0 0 81,892

達成率 - - 417.33% 国費 72,821 方向１

単位 計画 1000 その他 9,071 方向２

実績 1009 県費 方向３

達成率 - - 100.90% 人役 0.8

人件費 4,777
　次年度以降は、複数の中国ECサイトへ愛媛特設ページを設置するなど、「面」
的にアプローチするとともに、デジタルトップセール等のプロモーションにより、県
産品の認知向上や特設ページへの流入促進を図り、「特設ページ」と「プロモー
ション」の両輪による実需の創出につなげる。

実施
期間

始期 終期 事業の概要

R4 R7

急拡大する中国EC市場において、県内事業者の販路開拓を支援するため、デジタル技術を活用した各種プロモーション
と販売データの分析を組み合わせた海外販路のDXを推進する。

商品
決
算

見
直
し
方
向
性

　新たに、近年大きく市場規模を拡大している越境ECの活用を目指す事業者の
支援を行うものであり、県が実施することが妥当。
　最終的に県内企業が自立的に越境ECを活用して輸出できるようになることを
目指す。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 愛媛特設ページ売上高 万円

指標種類2 指標名称2

成果 ＋

中国越境EC新市場販路開拓支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

R3 R6

EC市場で世界第２位のシェアを占め、今後も市場の拡大が予想される米国をターゲットに、越境ECに取り組む事業者の
支援を行うことにより、海外における県産品の販路開拓につなげる。

見直し（拡大・縮小・執行方法の改善等）

指標種類3 指標名称3 有効性改善

成果 ＋ ﾌﾛｰ プロモーション動画再生数 万回
成果向上

ﾌﾛｰ 愛媛特設ページ掲載商品数

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H25 R5

シンガポールに職員を駐在させることにより、東アジアにおける県産品販路拡大の活動拠点として県内企業の支援や現
地情報の収集等を行う。また、商流の維持拡大及び新商流への展開拡大により、県産品の成約額向上を図る。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 本事業への参画企業数 社
決
算

見
直
し
方
向
性

社
決
算

見
直
し
方
向
性

　行政をはじめ経済団体や農林水産団体、金融機関、貿易支援機関など関係者
が一丸となって、海外への販路開拓による本県産業の国際化を推進。
　本事業で構築された県内企業と商社等との関係が県の関与なく継続していくこ
とを目指す。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
本事業を通じて輸出した企業
数

社

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

越境EC販路開拓支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

　新たに、近年大きく市場規模を拡大している越境ECの活用を目指す事業者の
支援を行うものであり、県が実施することが妥当。
　最終的に県内企業が自立的に越境ECを活用して輸出できるようになることを
目指す。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
本事業を通じて輸出した企業
数

社

指標種類2 指標名称2

成果 ＋

東アジア等活動拠点推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 本事業への参画企業数



7 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 20 事業費計 0 0 7,590 8,384

実績 20 国費 3,531 3,765

達成率 - - 100.00% その他

単位 計画 3 県費 4,059 4,619

実績 3 事業費計 0 0 7,161

達成率 - - 100.00% 国費 3,326 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 3,835 方向３

達成率 - - - 人役 0.6

人件費 3,583

8 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 209350 212053 234237 事業費計 184,551 119,022 123,177 134,297

実績 212053 234237 278226 国費

達成率 101.29% 110.46% 118.78% その他 5,388 5,233 5,100 5,188

単位 計画 30 30 30 県費 179,163 113,789 118,077 129,109

実績 8 9 20 事業費計 177,987 118,353 122,777

達成率 26.67% 30.00% 66.67% 国費 方向１

単位 計画 その他 12,477 5,137 9,868 方向２

実績 県費 165,510 113,216 112,909 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,707 2,420 2,389
実施
期間

始期 終期 事業の概要

H7 -

愛媛国際貿易センターの管理・運営に必要な経費を計上する。

回
決
算

見
直
し
方
向
性

新型コロナウイルスの影響により、施設を休館したりイベントの中止・延期が相
次いだ。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 松山港の貿易額 百万円

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

愛媛国際貿易センター管理運営費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

新たなデザインを生み出し、商品化に至るまでには、一定の時間を要することか
ら、引き続き支援を実施していくことが必要。実施

期間

始期 終期 事業の概要

R4 R6

商品の高付加価値化を目的としたワークショップや技術交流を行うことで、各事業者のオリジナリティを追求し、これまで
にない技法やデザインの製品開発を支援するとともに、新分野での商品開発にも取り組む。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 見本市、展示会の開催回数

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
事業者による試作数及び商品
化数

件
決
算

見
直
し
方
向
性

国内外の芸術家と伝統産業に従事する事業者が技術交流を行うことで、新たな
デザインを生み出すとともに、プロダクトデザイナーとも連携し、新たな商品開発
に取組み、一定の成果を上げている。

成果

新感覚クラフト産業活性化支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価＋ ｽﾄｯｸ

新たに生み出されるデザイン
数

点

指標種類2 指標名称2

活動 ＋



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） kr06

1 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 29,700 0 事業費計 0 0 0

国費 国費

その他 29,700 その他 0

県費 県費

0.1

598

2 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 149,909 29,724 23,583 0 事業費計 119,515 29,185 23,341

国費 149,909 29,724 23,583 国費 119,515 29,185 23,341

その他 その他

県費 県費

0.1 0.1 0.1

677 605 598

3 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 43,667 0 事業費計 0 0 43,666

国費 国費 43,666

その他 その他

県費 0 43,667 県費

0 0.1

598人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

事業費全額をR4年度に繰り越しており、実質、
単年度事業であるため。

人役

愛媛国際貿易センター機能・競争力強化事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

施設保全計画に基づく工事であり、裁量の余地
がない

人役

評価対象外の理由

予
算

決
算

その他

評価対象外その他の理由（記述）

国の交付決定を受けて実施されているもので、
裁量の余地がない。

人役

加工食品輸出基盤整備支援事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

予算施策名 戦略的な海外展開の促進

愛媛国際貿易センター高圧受電設備更新事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費



4 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 33,142 0 事業費計 0 0 32,447

国費 国費

その他 その他

県費 33,142 県費 32,447

0.4

2,389人件費

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

ベトナム地域連携ビジネス展開支援事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）


